　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総合研究所・都市減災研究センター（UDM）研究報告書（平成２２年度）

テーマ６　小課題番号5.2-3

事業継続計画（BCP）策定のための工学院大学における東日本大震災対応業務調査

事業継続計画（BCP）、震災対応、業務優先度

　　吉田倬郎＊　村上正浩＊＊　久保智弘＊　宮村正光＊＊　
危機管理室、災害対策本部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1　はじめに
1.1研究背景
事業継続計画（BCP）は、「自然災害、大火災、テロ攻撃などの緊急事態に遭遇した際、事業資産の損害を最小限にとどめ、中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可能とするために、平常時の活動や緊急時における事業継続のための方法・手段などの計画」とされている。欧米では、２００１年、米国で発生した同時多発テロ以降、一定の普及を見せているが、日本では、広く関心が寄せられる状況にはならなかった。そうした中、２０１１年３月１１日に発生した東日本大震災を機に、日本におけるBCPへの関心は飛躍的に高まった。

BCPの策定は、製造業、流通業、商業など、業務がそのまま収益に繋がる事業にとっては、逼緊の課題であり、事業継続の支障が多大な損失に繋がることが実感されたのである。これに対し大学は、収益を目的とする事業でないこともあって、BCPに関する基礎的研究は見られるものの、その策定に向けた動きは弱かったといえる。この度の東日本大震災では、大学についても、震源に近い地域が甚大な被害を被っただけでなく、工学院大学が立地する首都圏でも、多様な被害を受けており、大学においてもBCPが重要であることが強く実感された。
工学院大学では、地震防災・環境研究センターにおいて、BCPに繋がる研究を開始し、地震に対応したBCPの枠組みの構築や、リスクマネジメント手法の検討などの成果を上げてきている。これらは、都市減殺センターの研究課題に継承され、課題５．２もその一環をなし、本研究もその中に位置づけられるものである。
1.2研究目的
本研究は、工学院大学のBCP策定に繋がる基礎資料の構築を基本的な目的としている。本年度は、東日本大震災を踏まえ、地震時における本学の各部署における震災対応と、震災経験に基づく各部署の通常業務の在り方、の２つの観点から調査を行い、これらからBCP策定に繋がる基礎資料を取りまとめることを目的とした。
1.3研究方法

　本学の教育研究組織および事務組織を構成するすべての部署を調査対象とし、「震災時における各部署の震災対応業務調査」と「通常業務全般についての被災時における業務の優先度調査」の２つを行った。
　調査に際し、上記に対応する２つの調査票を作成し、以下の手順で調査を進めた。
1� 各部署に調査票を配布し、記入していただく。

②記入していただいた調査票を踏まえ、各部署にヒアリングを行う。ヒアリングは、調査票の記入内容の確認と補足が主な目的であるが、研究目的に関連する様々な話題も歓迎することとした。

③ヒアリングを踏まえ、各部署に調査票の記入内容を修正していただく。

④ヒアリングは、記録に残す。
⑤ヒアリングをもとに、各部署で修正された調査票を再修正する。

⑥再修正した調査票を各部署で確認していただく。

　以上の手順は、事情が許した場合に可能であった。ほぼ半数の部署で、①~⑥を行うことができた。
調査対象部署は、表１に示す。当初、法人その他13部署、大学関係21部署を調査対象としたが、調査の過程で、新宿校舎で業務を行っている防災センター、校友会、生協も、調査対象に加えた。なお、学校法人理事会と教員組織は、本年度は調査対象としていない。
表1　調査対象部署
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対策本部

への対応

・総合企画室は、２名のみ在

室だったため、主に下記の対

応を行った。

・アトリウムの帰宅困難者対

応。

・４階の食料配給対応。

・対策本部の撤収作業。

・当時午後５時頃まで１３階の事務

室で待機した。

・午後５時半頃、課長帰宅。

・午後６時頃、同僚と新宿駅に向

かったが、前線ストップのため７時

頃事務室に戻った。

・帰宅困難者の受け入れを館内放

送で知り、避難者対応。

震災発生後、総務部長及び総務課員

１名が災害対策本部の設置予定の高

層棟２階へ向う。設置機器の未整備の

ため、直ちに災害対策本部は設置され

ず。総務部長及び総務課員１名は、エ

ステック情報ビル地下１階防災セン

ターで駐在し、学内放送等に対応。そ

の後、災害対策本部が設置された。

・災害対策本部からの指示あるまで高

層棟１３階への待機を命じた。

・防災無線が約２０台あるが、普段訓

練を行っていなかったので活用できな

かった。エレベーターが止まっていると

無線機を活用しないと連絡を取り合え

ない。

在籍・滞

在職員へ

の対応

課長が帰宅し対応指示なし。 職員の帰宅可否の管理

総務部・１１階・１３階の教職員

には、帰宅困難者の受け入れ、

備蓄品の配布等の業務に従事

してもらった。



自衛消防

本部の活

動

活動しなかった。

被災状況

の把握

１２５周年事務室の備品・什器・事

務用品などにはがいはなかった。

危機管理マ

ニュアルな

どの活用



発生直後に防災センターに参集す

るなど一部は活用できた。

活動しなかった。



活用できなかった。

高層棟１３階法人各部署の被災状況を

確認した。書籍等の倒壊はあったが、

大きな被害は特に見られなかった。

震災発生後の早急な災害対策

本部設置等、危機管理マニュア

ルに則した行動がとられたが、

学園全体が危機管理マニュア

ルを意識していたものではな

い。

・防災センターにて、監視カメ

ラ、内戦電話等で把握。

・ICができる人がいないので活

用できなかった。

・震災発生後、直ちに入口を開放し、避

難道を確保する等、一部では各人が役

割を意識した行動がとられた。

・災害対策本部設置後、本部からの指

示により、１３階に残ることとなった職

員、派遣者、パート勤務者の役割分担

を取りまとめた。


以下、本年度の成果の一部として、主に法人その他についての調査結果を紹介する。
2　大震災における本学各部署の震災対応業務調査
2.1調査の概要
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3 学園創立１２５周年記念事業室 3 教務部　八王子教務課

4 総務部総務課 4 教務部　大学院課

5 総務部人事課 5 学生部　新宿学生課

6 施設部 6 学生部　八王子学生課

7 財務部財務課 7 学生部　大学後援会事務室

8 財務部管財課 8 ｱﾄﾞﾐｯｼｮﾝｾﾝﾀｰ　入試課

9 情報システム部・情報科学研究教育センター 9 就職支援センター　就職課

10 八王子事務部 10 図書館

11 附属中高 11 総合研究所　研究推進課

12 理科教育センター 12 共通過程　学科事務室

13 事業部・エクステンションセンター 13 工学部機械系・GE学部　学科事務室

14 工学部化学系　学科事務室

15 工学部電気系・情報学部　学科事務室

16 建築学部　学科事務室

1 防災センター 17 情報科学研究教育センター

2 校友会 18 学習支援センター

3 生協 19 交際交流センター

20 教育開発センター

21 ECPセンター

　　　大学部署

その他部署

　　　法人部署

調査は、「3.11大震災時における当該部署の震災対応業務調査票」と題する書式を各部署にお届けし、まずは可能な範囲でご記入いただくこととした。調査票の記入例を、表２に示す。表頭には、左から順に｢対応業務の種類｣「業務の結果」「今後に向けての改善提案」の３つを示し、具体的な対応業務に対応付けて、業務の結果と今後に向けての改善提案を記入していただいた。
危機管理室以外の部署については、対応業務の種類として、調査票にあらかじめ、対策本部への対応・被災状況の把握・部署職員への対応・危機管理マニュアルなどの活用・自衛消防組織の活動を共通項目として示し、部署によって必要があれば他の項目を記入し、これらの業務について、業務の結果と今後に向けての改善提案を記入していただいた。

危機管理室については、震災対応を本務とる部署でもあり、対応業務の種類として、対策本部の立ち上げと運営、滞在教職員・学生への対応、帰宅困難者の受け入れと対応など、この部署特有の項目を加えている。
調査票を各部署に配布し、記入いただき、ヒアリングの後、加筆修正を行ったものを、調査票記入の一応の完成形としたが、表２は危機管理室の調査票の完成形の一部である。

表2　調査票の記入例の一部（危機管理室）
各部署の調査票の記入内容の中から重要と判断できるものを抽出し、全容が分かるよう一覧表を作成した。一覧表は、法人部署などと、大学部署の、２種類作製した。表３に、法人部署などの表を示す。　　　今年度の段階では、調査票の記入内容は、各部署の記入状況にばらつきがあるなど、なお、精査が必要であるが、基礎資料としては、所期の成果を取りまとめることができたといえる。
表3　震災対応業務一覧表の一部（法人部署など）
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・本部を立ち上げるも機器、文房具等が

不足のため主に防災センターで活動。

・訓練ではすぐに本部を立ち上げて放送

をするが、実際は放送機器もなく訓練ど

おりに出来なかった。

・翌日10時半に本部を解散した。

・パソコンに強い職員がいなかった。

・パソコンを立ち上げることができ

る人がいないと立ち上げることが

できない。

・当日理事長と学長は外出していたので

田村、山口の二人がまず防災センターに

参集した。その後、学科の先生・学長・村

上先生が来ていろいろ対応してもらっ

た。

・責任者である田村は本部でなく防災セ

ンターにいた。

・指示すべき人がいる時いない時

の体制が必要。

対策本部の立ち上げと運営

・対策本部用のモニター等の機

器、放送設備、文房具等を一式設

置するよう検討を要する。

・もう少し早い段階で立ち上げる

べきだった。

・2階に本部の常設するべき。

・当日18時くらいに立ち上げ、マニュアル

に従い防災センターでの初動対応を実施

した。本部（２階）での放送・パソコン機

器、文房具等不足を把握していたため引

き続き活動した。


2.2震災対応業務の概要
調査票や一覧表の記入内容の中から、参考になると判断できるものをいくつか紹介する。
まず、対策本部は、危機管理室を中心に運営することになっていたが、震災当日は、2階に本部を立ち上げたのは、発災からしばらくたった18時ごろであった。パソコン等の機器・文房具の用意が不十分で、対策本部を立ち上げるためのシステムを扱える職員も発災時には居なかった。本部を立ち上げたらすぐに放送を行うことになっていたが、放送機器が本部になかったので、館内放送は、エステックビルの防災センターから行った。その後、建築学部の教員の協力で、本部の本来の形を作り上げた。

対策本部を立ち上げた時間が遅かったことに関しては、他の部署から、立ち上げが遅いという声が出ている。このことは、重要業務への複数の担当者の配置や、防災関係物品の所在リスト作成の必要を示している。対策本部を2階に常設すべきという意見も出ているが、それにはスペースの確保等の問題が関連してくる。

地震直後は、「落ち着いて行動するように」というアナウンスが流れていたが、対策本部からは自衛消防活動等ともつながる指示が必要との指摘があった。部署から避難すべきなのか、部署に留まり震災対応に当たるべきかの指示が一部混乱していたが、短時間のうちに伝達する体制を作っておく必要がある。　　　　
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業務の細目と被災時

における優先度

（◎、○、□）

311震災の影響

・震災発生に伴い、翌日、翌々日の使用は、本学園から使用中止を依

頼した。また使用のキャンセルがあり、3月の施設使用料収入は、最終

的に予定より約400万円程度の減収となった。

・4月の中旬に貸し出し開始。

・節電への対応から、8月は3月までに受け付けていたものは貸し出し

たが、それ以降の新規のものについては受け付けなかった。

評議員会 ◎評議員会の開催

・3月11日に評議員会を開催の予定であったが、3月19日に延期し開

催した。

役員改選

◎役員改選の実施

（3年に1回の開催）

・役員改選に伴い、3月15日に開催予定であった、次期評議員集会、

次期理事会、現理事会を全て3月19日に延期し開催した。

・運行開始が当初の4月5日から18日に延期となった。

・計画停電がいつあるかはっきりしなかったため、4月18日～21日のオ

リエンテーション期間は、通常1日13便出しているシャトルバスを行と帰

りの2往復しか出さなかった。

施設貸出

◎施設貸出予定の

機関・業者への連絡

新宿～八王子

校舎間シャトルバス

□シャトルバスの運行

職員の帰宅について、帰宅可能な職員を帰させたが、安全確認（路線バス・教職員バス運行・JR運行状況）がきちんと取れるまで、帰宅させない方が良かったとの声があった。

被災状況の確認では、当日、けが人・建物損傷・落下物がない部署が多かったが、点検項目を記した被災状況確認チェックシートがあると効率よく状況確認を行えた。

安否確認では、研究室単位で確認を取ってもらった。この度の震災では電気が通っていたので、学外の学生・教職員等には、ポータルを利用して状況を周知出来たが、停電した時の勤務体制・連絡体制を考えておく必要がある。
危機管理マニュアルについては、多くの部署が活用出来なかった。総務部総務課では、マニュアルに則した行動を取れた。その危機管理マニュアルを他の部署に周知させることと、マニュアルを各箇所に常備させる必要がある。自衛消防組織の活動も各人が役割を意識した行動をとれたが、自衛消防隊に編成されていない、派遣者・パート職員への対応を検討することが課題であることが分かった。
3　被災時における通常業務の優先度調査
3.1調査の概要

調査は「通常業務全般についての被災時における業務の優先度等調査票」の書式をお届けし、可能な範囲でご記入いただいた。表頭には、左から順に｢業務の種類｣「業務の細目と被災時の優先度」「３１１の影響」の３つを示している。

業務の種類については、あらかじめ、事務組織業務分掌規定の記載を参考にしたものを例示し、部署によって実情に合わせて変更してもよいこととした。業務の種類ごとに、優先度の判断に対応できる程度に区分した業務の細目を示していただき、各細目について、業務の優先度（最優先業務(◎)、優先業務(○)、普通業務(無印)）の三つのレベルの区分で示していただいた。また、各業務の種類について、大震災の影響を記載していただいた。
調査票は、前述の3.11大震災時における当該部署の震災対応業務調査票とともに各部署に配布し、記入いただき、ヒアリングの後、加筆修正を行ったものを、調査票記入の一応の完成形としたが、表４は総務部総務課の調査票の完成形の一部である。
表４　調査票の記入例の一部（総務部総務課）

3.2通常業務の優先度の概要
　法人13部署については、通常業務の優先度の回答は、各部署の事情もあって、多彩な記載状況であった。ここでは、それらの状況と注目できると思われるものの概要を紹介する。

　優先度の判断の対象となる業務の細目の設定は、各部署によって回答の詳しさが大きく異なっていた。そこには、各部署によって、通常業務の捉え方として、詳細な項目立てをして体系的にとらえることがどの程度なじむか、あるいは可能であるか、という、基本的な問題が関わっているものと思われる。各部署の通常業務の細目を適切に把握することは、災害対応にとどまらず、重要な意味があるはずであるが、現状では、不十分である。これを進めるに際し、災害時の優先度を検討するのは、有力な手掛かりになるものと考えられる。
　各部署の通常業務の重要度は、被災時の優先度とは一定の相関がある一方、本来一致するものではないことが、各部署の記載から判断できる。各部署の通常業務の重要度は、全体の業務体系の中で位置づけられる面があるが、それはおのずと存在するものではなく、大学を中心とする学校法人であれば、教育・研究や経営の方針によって、具体的に決まってくる面がある。この点に課題があることが、この度の調査からも認識できた。

４　調査で把握できた災害対応に関する具体的な課題
4.1危機管理室の一層の充実
工学院大学は、これまで発災型の防災訓練を重ねてきており、その成果の一つが危機管理室の設置である。調査からも、危機管理室の機能が、災害対策本部の立上げ、学生・教職員の安否確認、帰宅困難者の受け入れなどの様々な業務にリーダーシップを発揮し、成果を上げていたといえるが、様々な課題も浮かび上がった。危機管理室としては、当面の業務として、自衛消防組織の再編、危機管理マニュアルの術陽的整備が期待されている。

4.2災害対策本部の立ち上げ方の整備
地震発生が14時46分であり、危機管理室を中心に、様々な応急対応がなされたが、対策本部の立ち上げが18時位になり、およそ地震発生から3時間以上経過していたことについては、次のような課題が指摘された。　
1 対策本部用のモニター等の機器、放送設備、文房具等を一式設置の検討。
2 本部設置要員（特にネットワーク系の設置ができる者）が確保できる体制構築。
3 2階の本部にメンバーが集まれる体制整備。
　このうち、①については、機材の整備が行われている。②は、現状の人員で対応可能な課題と考えられる。③対策本部の基本的なあり方に関わる課題であり、総合的な検討を要する。

4.3指揮命令系統の整備
指示、命令が上手く伝達され災害対策本部への対応もスムーズであった部署が多かったが、一方では様々な問題点と改善提案を上げていた部署もあった。指揮命令に関する問題点としては、次の5点が挙げられた。
1 本部から職員への指示系統が曖昧であった。
2 本部要員が業務施設の震災被害状況の即時に調査を行い、指示、命令また対応を短時間のうちに伝達するうえで、不十分な点があった。
3 帰宅困難者を収容したアトリウムで放送が聞こえにくかった。ハンドメガホンでは届かない。
4 本部からの指示が、1階アトリウムに集合するのか、自席待機なのかの連絡が明確でなかった。
5 エステックビルB１の事業部には、大学からもエステック情報ビルからも連絡が入らなかった。
　これらはいずれも対応可能な課題であり、改善が期待できる。
５　施設の被災状況の把握と対策に関する課題

新宿校舎は、天井の落下が多数発生したほか、エキスパンションジョウイントの破損、可動間仕切り装着の棚の破損、非常用エレベーターの故障などが発生し、中でも非常用エレベーターの故障は復旧に日数を要し、その間、一定の不便を強いられた。こうした被災状況の把握は、施設部を中心に、総務課、防災センターが協力して行われ、修繕、復旧には施設部があたり、こうした一連の業務は、適切、敏速に行われたといえる。ただ、被災状況の把握については、限られた人員で行うには限界があり、被災状況の把握については、教職員全員が、被害が無かった場合も含め、被災状況を確認し報告する体制整備が課題として浮かび上がった。
６　まとめと今後の課題
本年度は、２種類の調査を行い、基礎資料の収集を行った。このうち「震災時における各部署の震災対応業務調査」については、なお精査が必要ではあるが、基礎資料の収集としては、所期の国的が達成できた。「通常業務全般についての被災時における業務の優先度調査」については、貴重な資料が収集できた一方、被災時の業務の優先度について全体観を持って検討するうえでは、優先度をバランス良く判断するための業務の細目の設定や、優先度の考え方自体に検討課題があることも判明した。
　＊工学院大学建築学部建築学科　＊＊工学院大学建築学部まちづくり学科　

